
事業概要一覧 【様式２】
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理
由
・
説
明

新型コロナウイルス感染拡大防止
のため、新しい生活様式を踏まえ
た新たな企画・実施内容を検討す
る必要がある。

改善する余地がある

改善する余地がない

理
由
・
説
明

新型コロナウィルス感染症拡大防
止や来庁者の利便性向上を図るた
め、局本庁舎内に２か所ある営業
窓口の一元化や非接触型決済の
導入に向けて取組を進める。

改善する余地がある

改善する余地がない

理
由
・
説
明

これまでは年次的に事業の手法を
見直してきた。
今後は、未水洗家屋の水洗化促進
の方法について、見直しを検討す
る。

3,027

先遣車の導入費

コロナ対応を踏まえ、事業のあり方を改善
する余地があるか。

改善する余地がある

改善する余地がない

理
由
・
説
明

新型コロナウイルス感染症拡大防
止のため、災害マニュアルに対策
を追記する必要がある。
例）訓練時に会議をリモート化す
る、ソーシャルディスタンスをとった
レイアウトにするなど。

改善する余地がある

改善する余地がない

500

11,480

162 500303

19,680

総コスト(a)+(b) 29,729 28,003

人件費(b) 14,760

28,183

事業費(a)

754,363

委託

743,223

272,600

危
機
管
理
・
広
報
・
I
C
T

推
進
担
当

双方向コミュニケー
ションの確立・お客様
との協働体制の拡充

3,000

総コスト(a)+(b) 11,783 11,502 11,980

303
・堺市水循環学習講座「みずからセミナー」（全
4回）の開催（全ての回を中止）。

・広報プロジェクトによる新たな広報の企画・実
施（参加予定イベントの中止）。

・市政モニター制度等を活用した広報・広聴活
動の展開。

11,480人件費(b)

直接実施

指定管理

委託

補助金

負担金

A
 

一
般
事
務
事
業

補助金

負担金 人件費(b) 306,100

・水道料金等の徴収。
・水道料金等の滞納整理並びに債権管理。
・水道料金等の滞納事案に係る法的措置等。
・水道料金の滞納事案に係る給水停止。
・水道料金等の減免、更正、過誤納金の処理
等。
・水道メーター検針・料金徴収等業務委託の履
行管理。

事業費(a) 711,072 754,363

281,900

総コスト(a)+(b) 1,017,172 1,015,823 1,036,263

指定管理
主
な
内
訳

委託料 711,072 743,223

所管局 上下水道局

事業概要 投入量（千円）

R2予算実施内容実施手法

14,969事業費(a)直接実施危
機
管
理
・
広
報
・
I
C
T

推
進
担
当

8,563 8,503

主
な
内
訳

TV会議ｼｽﾃﾑﾘｰｽ
費

2,440

19,440

・新規採用職員向けの危機管理研修の実施（4
月実施予定を延期し6月に実施）。

・「安否報告訓練」、「非常時参集訓練」の実施
（4月～5月に実施予定を延期）。

・各災害協定先への挨拶周り（4月実施予定を
中止）。

2,543 0 0

3,815

MCA無線利用料

指定管理

委託

補助金

負担金

事
業
サ
ー

ビ
ス
課

A
 

一
般
事
務
事
業

H30決算 R1決算
所
属 事務事業名

3,815

業務継続計画による
減災対策の推進

債権回収の強化

A
 

一
般
事
務
事
業

直接実施

11,340

162

2,965

主
な
内
訳

バス代、記念品等

5,357 1,697

負担金 人件費(b) 52,700

1,063

36,450

総コスト(a)+(b) 58,057 38,147 37,513

指定管理
主
な
内
訳

36,450

0

0

供用開始データ作
成業務

促進業務委託 3,888 0

委託
促進結果入力業務
委託

659 693

補助金

給
排
水
設
備
課

水洗化促進

A
 

一
般
事
務
事
業

直接実施

・供用開始後、下水道未接続の事業者及び家
屋に対し、速やかな接続を促進するため、戸別
訪問による接続確認と水洗化の指導を実施。

・水道開栓時等において、下水道未接続建物
に対する接続状況の確認を実施。

事業費(a)

810 836 869
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事業概要一覧 【様式２】

分類
コロナ対応を踏まえ、事業のあり方を改善

する余地があるか。

所管局 上下水道局

事業概要 投入量（千円）

R2予算実施内容実施手法 H30決算 R1決算
所
属 事務事業名

■ ■

□ □

■

□

□

■ ■

□ □

■

□

□

■ ■

□ □

■

□

□

■ ■

□ □

■

□

□

改善する余地がない

理
由
・
説
明

入札方法のひとつとして、デザイン
ビルド方式（設計・施工一括発注方
式）の導入を検討する。

改善する余地がある

改善する余地がない

理
由
・
説
明

ICTの導入により、工事監督の省力
化を図る。

改善する余地がある

改善する余地がない

理
由
・
説
明

公民連携の施策として、PFIを用い
た手法を検討する。

改善する余地がある

改善する余地がない

理
由
・
説
明

入札方法のひとつとして、デザイン
ビルド方式（設計・施工一括発注方
式）の導入を検討する。

改善する余地がある

水
道
建
設
管
理
課

幹線管の更新

D
 

建
設
・
整
備
事
業

直接実施

・水道幹線管路腐食進行度評価結果に基づ
き、効率的に幹線管の更新を行う。

・令和2年度は、陶器系幹線管など1.0kmの更
新を行う。

事業費(a) 2,854,715 1,035,154

138,580

総コスト(a)+(b) 2,968,695 1,099,144 2,410,640

負担金 人件費(b) 113,980 63,990

2,272,060

指定管理
主
な
内
訳

更新事業 2,854,715 1,035,154 2,272,060

委託

補助金

3,355,470

214,020

総コスト(a)+(b) 2,443,127 2,096,613 3,569,490

指定管理
主
な
内
訳

247,860

3,355,470

負担金 人件費(b) 273,880

水
道
サ
ー

ビ
ス
セ
ン
タ
ー

配水支管（φ300㎜以
下）の更新

D
 

建
設
・
整
備
事
業

直接実施

・法定耐用年数（40年）を経過し経年劣化した
配水支管を、計画的に更新し耐震化を図る。

・令和２年度は、優先耐震化路線の構築事業
を含み、22.5kmの配水支管を更新する。

事業費(a) 2,169,247 1,848,753

水
道
サ
ー

ビ
ス
セ
ン
タ
ー

優先耐震化路線の構
築

D
 

建
設
・
整
備
事
業

直接実施  地震発生時に避難所等への給水ルートとなる
配水支管を耐震化する。
　
令和２年度の構築目標：6.8ｋｍ

（備考）
・令和元年度の構築実績：5.9ｋｍ
・令和７年度末までに、全ての路線の構築を完
了させる予定。

事業費(a) 888,674 1,273,483

配水支管更新 2,169,247 1,848,753

委託

補助金

57,400

総コスト(a)+(b) 976,414 1,346,383 1,507,810

負担金 人件費(b) 87,740 72,900

1,450,410

指定管理
主
な
内
訳

優先耐震化路線の
整備

888,674 1,273,483 1,450,410

委託

補助金

0 428,999

負担金 人件費(b) 16,400

40,000

16,400

総コスト(a)+(b) 16,400 445,199 56,400

指定管理
主
な
内
訳

16,200

40,000

0

工事 0 364,224

委託 設計業務 0 64,775

補助金

水
運
用
管
理
課

配水池の耐震化事業

D
 

建
設
・
整
備
事
業

直接実施

・配水池の耐震化工事を計画的に実施する。

・未耐震化配水池を更新することで、耐震化を
図る。

事業費(a)
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事業概要一覧 【様式２】

分類
コロナ対応を踏まえ、事業のあり方を改善

する余地があるか。

所管局 上下水道局

事業概要 投入量（千円）

R2予算実施内容実施手法 H30決算 R1決算
所
属 事務事業名

■ □

□ ■

■

■

□

■ □

□ ■

■

□

□

■ ■

□ □

■

□

□

■ ■

□ □

■

□

□

改善する余地がある

改善する余地がない

理
由
・
説
明

現状では、更新、保守、改修を個別契
約としている。
今後は更新、保守、改修を一括契約に
するBM（ビルド・メンテナンス）発注方
式などを検討する必要がある。

理
由
・
説
明

・事業を効率的に推進することを目
的に、R2年度より私道部分や他工
事に併せて、鉛製給水管の取替工
事を単価契約で実施するため。

改善する余地がある

改善する余地がない

理
由
・
説
明

自家発電設備・移動電源車点検整
備を行える業者が堺市に少ないた
め。

改善する余地がある

改善する余地がない

理
由
・
説
明

ICTの導入により、監督業務の省力
化を図る。

改善する余地がある

改善する余地がない

水
道
サ
ー

ビ
ス
セ
ン
タ
ー

鉛製給水管の取替推
進

D
 

建
設
・
整
備
事
業

直接実施 ・配水支管の更新時に併せて鉛製給水管を取
替。
・私道部分や他工事に併せて鉛製給水管を取
替(200件程度)。

・道路上の鉛製給水管の取替工事に要する費
用の一部助成。

・鉛製給水管所有者への個別通知。

事業費(a) 39,968 41,311

17,220

総コスト(a)+(b) 65,388 66,421 69,420

負担金 人件費(b) 25,420 25,110

52,200

指定管理
主
な
内
訳

鉛管の単独取替 39,213 39,509 50,200

委託
鉛製給水管取替工
事補助

755 1,802 2,000

補助金

2,584

16,400

総コスト(a)+(b) 5,604 111,940 18,984

指定管理
主
な
内
訳

12,150

0

2,584

負担金 人件費(b) 4,100

水
運
用
管
理
課

電源の確保

D
 

建
設
・
整
備
事
業

直接実施

・家原寺配水場自家発電設備更新ほか工事
（債務負担R2～3）。

・菅生配水池ほか自家発電設備保守点検業
務。

事業費(a) 1,504 99,790

水
運
用
管
理
課

配水池の維持管理

D
 

建
設
・
整
備
事
業

直接実施

 配水池の定期点検（目視による内面調査）及
び内部劣化度調査(試験による調査）を実施
し、適正管理することで配水池の長寿命化を実
現させ、安全かつ安定した良質な水道水を供
給する。
また、水道施設を適切に維持管理するための
場内整備工事等を行う。

事業費(a) 16,503 9,900

自家発電設備の設
置

0 99,790

委託
自家発電設備・移動電
源車点検整備 1,504 0

補助金

16,400

総コスト(a)+(b) 32,903 18,000 200,400

負担金 人件費(b) 16,400 8,100

184,000

指定管理
主
な
内
訳

内面劣化度調査ほ
か

16,503 9,900 0

委託 フェンス設置工事 0 0 57,000

補助金
浅香山配水場場内
整備

0 0 127,000

19,884 179,118

負担金 人件費(b) 4,920

202,000

12,300

総コスト(a)+(b) 24,804 195,318 214,300

指定管理
主
な
内
訳

16,200

202,000
機械・電気・計装設
備更新工事

19,884 179,118

委託

補助金

水
運
用
管
理
課

機械・電気・計装設備
の更新

D
 

建
設
・
整
備
事
業

直接実施

・晴美台配水場、浅香山浄水場で、老朽化した
電磁流量計の更新。

・桃山台配水場、陶器配水場の無停電電源装
置、直流電源装置を更新。

事業費(a)
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事業概要一覧 【様式２】

分類
コロナ対応を踏まえ、事業のあり方を改善

する余地があるか。

所管局 上下水道局

事業概要 投入量（千円）

R2予算実施内容実施手法 H30決算 R1決算
所
属 事務事業名

■ ■

□ □

■

□

□

■ □

□ ■

■

■

□

■ □

□ ■

■

□

□

■ ■

□ □

■

□

□

理
由
・
説
明

効率的に事業を実施し、広域連携を推
進するため、R2年度より富田林市と水
道管の漏水確認調査を共同で実施す
る。更なる業務の効率化を図るため、
民間委託の拡大を検討する。

改善する余地がない

理
由
・
説
明

安全安心を目的に、計画どおり災
害時給水栓を設置する必要がある
ため。また、給水基地改修はR2度
分で完了するため。なお、感染防
止に留意して事業を行う。

改善する余地がある

改善する余地がない

理
由
・
説
明

事業の基盤強化を目的に、計画ど
おり送水システムを整備する必要
があるため。また、大阪広域水道
企業団の管整備に合わせた事業
のため。なお、感染防止に留意して
事業を行う。

改善する余地がある

改善する余地がない

改善する余地がある

改善する余地がない

理
由
・
説
明

水質検査業務は検査項目によっては
検査できる職員が限られるため、着実
に業務を実行できるよう検査者の育成
方法を検討する。また、水質保持のた
め引き続き洗管箇所の分析を行う。

改善する余地がある

水
運
用
管
理
課

水質の管理

D
 

建
設
・
整
備
事
業

直接実施

・水道GLP（水道水質検査優良試験所規範）の
認定を更新し、水質検査の品質を維持する。

・配水末端での配水管の滞留水の排水作業を
行い、給水区域内の水質を保持する。

事業費(a) 43,898 43,506

65,600

総コスト(a)+(b) 117,698 116,406 106,940

負担金 人件費(b) 73,800 72,900

41,340

指定管理
主
な
内
訳

水質検査業務 15,926 15,392 12,850

委託
配水管洗浄排水業
務

27,972 28,114 28,490

補助金

118,148

16,400

総コスト(a)+(b) 63,259 55,538 134,548

指定管理
主
な
内
訳

16,200

33,150

61,000

加圧式給水車 0 0 13,970

負担金 人件費(b) 17,220

水
運
用
管
理
課

応急給水対策の強化

A
 

一
般
事
務
事
業

直接実施

・避難所(小学校)敷地内等への災害時給水栓
の設置（R1:17箇所、R2:17箇所、R4年度までに
累計100箇所設置予定）。

・R2年度までに給水基地改修の施工を実施。

事業費(a) 46,039 39,338

水
運
用
管
理
課

受水圧力を利用した
送水システムの整備・
小水力発電施設の設
置（水道施設における
温室効果ガス削減）

D
 

建
設
・
整
備
事
業

直接実施
○受水圧力を利用した送水システムの整備
・大阪広域水道企業団の管整備に合せて新分
岐を設置し、岩室高地配水池・高池で直接受
水でるきように管整備等を行う。
・R2年度は場内整備工事のための実施設計業
務を実施（R1～R2年度）。

※小水力発電施設はH30年度に設置を完了し
ており、現在は維持管理を行っている。

事業費(a) 456,694 10,873

災害時給水栓設置
事業

36,805 26,358

委託
応急給水基地改修
等

6,199 9,911

補助金

4,100

総コスト(a)+(b) 464,894 13,303 14,100

負担金 人件費(b) 8,200 2,430

10,000

指定管理
主
な
内
訳

陶器山分岐設置に伴
う設計業務

0 0 10,000

委託
陶器配水場ほか電気
設備設置工事など

455,711 0 0

補助金
新分岐設置の設計委
託に伴う負担金

983 10,873 0

533,391 545,967

負担金 人件費(b) 181,500

627,091

199,800

総コスト(a)+(b) 714,891 738,567 826,891

指定管理
主
な
内
訳

192,600

509,003

118,088

水道管の維持管理
等

533,391 451,340

委託
その他水道管路維
持管理業務

0 94,627

補助金

水
道
サ
ー

ビ
ス
セ
ン
タ
ー

水道管路の維持管理

D
 

建
設
・
整
備
事
業

直接実施
・水道管漏水修理などの維持管理。

・漏水調査(管路調査約200ｋｍ/年、戸別音調
調査約30,000戸/年)。

・弁栓類の保守点検(調査約150基/年)。

・水管橋の点検(調査約140橋/年)。

事業費(a)
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事業概要一覧 【様式２】

分類
コロナ対応を踏まえ、事業のあり方を改善

する余地があるか。

所管局 上下水道局

事業概要 投入量（千円）

R2予算実施内容実施手法 H30決算 R1決算
所
属 事務事業名

■ □

□ ■

■

■

□

■ □

□ ■

□

□

□

■ □

□ ■

■

□

□

■ □

□ ■

■

□

□

改善する余地がある

改善する余地がない

理
由
・
説
明

安心安全を担うインフラ整備であるた
め事業自体を縮小することはできな
い。
工事監理等の方法についてはコロナ対
策を講じたうえで事業を進める。

改善する余地がある

改善する余地がない

理
由
・
説
明

工事書類のペーパーレス化や施工管
理の方法の見直しは必要である。下水
道ｻｰﾋﾞｽﾚﾍﾞﾙを保持するためには、重
要度・影響度を考慮しながら改築更新
事業を継続する必要がある。

改善する余地がある

改善する余地がない

理
由
・
説
明

安心安全を担うインフラ整備である
ため事業自体を縮小することはで
きない。
工事監理等の方法についてはコロ
ナ対策を講じたうえで事業を進め
る。

改善する余地がある

改善する余地がない

理
由
・
説
明

利用者に対して安定的に再生水を
供給する必要があり、事業を廃止
することはできない。
コロナ対策を講じたうえで事業を進
める。

下
水
道
事
業
調
整
課

公共下水道の雨水対
策事業

D
 

建
設
・
整
備
事
業

直接実施 ○雨水整備事業

・時間50mm対応の施設を優先的に整備すべ
き「重点地区(24地区)」への浸水対策事業
を推進。

・出島バイパス線、古川下水ポンプ場等の
建設工事、雨水管布設実施設計業務等を実
施。

事業費(a) 3,696,957 5,808,079

166,280

総コスト(a)+(b) 3,897,007 6,007,249 7,323,221

負担金 人件費(b) 200,050 199,170

7,156,941

指定管理
主
な
内
訳

雨水管整備（雨水
調整池含む）

876,313 2,712,400 3,621,965

委託 雨水ポンプ場整備 2,699,585 2,947,870 3,153,990

補助金

38,083

820

総コスト(a)+(b) 59,710 42,566 38,903

指定管理
主
な
内
訳

1,620

10,000

28,083

負担金 人件費(b) 3,280

下
水
道
事
業
調
整
課

再生水送水事業の継
続

D
 

建
設
・
整
備
事
業

直接実施

○鉄砲町地区
　「下水再生水複合利用事業」を継続。

○堺浜地区
　利用者連絡会議の定期的な開催等によ
り、利用者と連携。

事業費(a) 56,430 40,946

下
水
道
事
業
調
整
課

下水道地震対策事業

D
 

建
設
・
整
備
事
業

直接実施

・重要な下水道施設の耐震対策（泉北水再
生センターの１系機械棟）を実施。

・重要な管きょについて、耐震診断、耐震
化工事、耐震対策実施設計を実施。

事業費(a) 561,012 741,552

再生水送水施設工
事

0 0

委託
保守点検、電力
費、通信費等

56,430 40,946

補助金

25,110

総コスト(a)+(b) 591,282 767,102 1,122,374

負担金 人件費(b) 30,270 25,550

1,097,264

指定管理
主
な
内
訳

下水処理場、ポン
プ場耐震化

71,863 58,556 150,020

委託 管きょ耐震化 489,149 682,996 947,244

補助金

2,181,787 2,844,682

負担金 人件費(b) 117,620

6,654,769

155,010

総コスト(a)+(b) 2,299,407 2,942,382 6,809,779

指定管理
主
な
内
訳

97,700

1,753,000

4,901,769

下水ポンプ場 設備
更新工事等

341,293 88,810

委託
下水処理場 設備更
新工事等

1,840,494 2,755,872

補助金

下
水
道
施
設
課

設備のアセットマネジ
メント・
下水道施設のアセット
マネジメント（下水処
理場等施設改築事
業）

D
 

建
設
・
整
備
事
業

直接実施

・処理場・ポンプ場施設の改築更新工事を実
施。

・堺市版アセットマネジメントシステム（設備）に
基づき、次年度の改築更新事業を選定。

事業費(a)
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事業概要一覧 【様式２】

分類
コロナ対応を踏まえ、事業のあり方を改善

する余地があるか。

所管局 上下水道局

事業概要 投入量（千円）

R2予算実施内容実施手法 H30決算 R1決算
所
属 事務事業名

■ ■

□ □

■

□

■

■ □

□ ■

■

□

□

■ □

□ ■

■

□

□

■ □

□ ■

□

■

□

改善する余地がない

改善する余地がある

改善する余地がない

理
由
・
説
明

住民に対して、直接「説明」「書類
のやり取り」をする必要があるた
め。

理
由
・
説
明

コロナ対応を踏まえ、運転管理の
職員を２分割し、それぞれで運転で
きるように、サテライト基地として、
大和川ポンプ場の利用を検討す
る。

改善する余地がある

改善する余地がない

理
由
・
説
明

市民サービスに直接影響する事業
のため、休止、延期は困難である。

改善する余地がある

改善する余地がない

理
由
・
説
明

事業基盤の強化を目的に、計画ど
おり施設の統廃合を進める必要が
あるため。なお、感染防止に留意し
て事業を行う。

改善する余地がある
三
宝
水
再
生
セ
ン
タ
ー

設備のアセットマネジ
メント・
下水道施設のアセット
マネジメント（下水処
理場等維持管理業
務）

D
 

建
設
・
整
備
事
業

直接実施

・下水処理場、ポンプ場の適正な維持管理業
務。

・泉北水再生センター施設維持管理業務、石津
水再生センター施設維持管理業務など（施設
の運転管理、保守点検、修繕等に関する委
託）。

事業費(a) 3,625,466 3,625,368

1,138,658 1,434,117

426,300

総コスト(a)+(b) 4,073,566 4,030,668 4,012,869

負担金 人件費(b) 448,100 405,300

1,430,938

3,586,569

指定管理
主
な
内
訳

処理場維持管理費 1,594,064 1,478,712 1,733,047

委託
ポンプ場維持管理
費

371,254 307,239 422,584

補助金 汚泥処理負担金

2,958,335

451,530

総コスト(a)+(b) 1,890,065 1,984,826 3,409,865

指定管理
主
な
内
訳

411,190

790,526

1,993,869

調査費 8,070 145,657 173,940

負担金 人件費(b) 423,650

下
水
道
管
路
課

下水道管きょのアセッ
トマネジメント

D
 

建
設
・
整
備
事
業

直接実施 ・下水道管きょ（水路やマンホールポンプ施設
等を含む）について、日常点検や市民からの要
望等をもとに清掃や修繕、事故対応等を行う。

・管路施設の維持管理業務について、包括的
民間委託を継続して実施する。

・計画的な老朽管調査等を行い、著しく劣化が
進行している管きょ等の改築更新を実施する。

事業費(a) 1,466,415 1,573,636

下
水
道
建
設
課

下水道施設の統廃合

D
 

建
設
・
整
備
事
業

直接実施 ○出島バイパス線工事の実施。

・スケジュール ・・・令和３年度まで

・実施手法・手段：マンホール築造

・事業ボリューム：１か所

・実施箇所：出島ポンプ場内

事業費(a) 291,000 652,440

維持管理費 595,481 648,966

委託 改築更新費 862,863 779,013

補助金

4,100

総コスト(a)+(b) 306,630 674,750 178,900

負担金 人件費(b) 15,630 22,310

174,800

指定管理
主
な
内
訳

処理場間ネットワー
ク

291,000 652,440 174,800

委託

補助金

87,500 89,512

負担金 人件費(b) 5,270

309,000

6,920

総コスト(a)+(b) 92,770 92,752 315,920

指定管理
主
な
内
訳

3,240

3,000

84,000

里道、私道汚水整
備

私道下水管布設調査
啓発業務 0 0

委託
私道排水設備工事
補助金

3,875 13,676

補助金

下
水
道
建
設
課

里道・私道の汚水整
備

D
 

建
設
・
整
備
事
業

直接実施

・里道、私道の未布設路線への私道公共下水
道布設制度による布設決定。

・里道、私道の未布設路線への私道排水設備
工事補助金制度による普及促進。

・里道、私道の汚水管布設工事の実施。

事業費(a)

56,797 56,160 55,000
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事業概要一覧 【様式２】

分類
コロナ対応を踏まえ、事業のあり方を改善

する余地があるか。

所管局 上下水道局

事業概要 投入量（千円）

R2予算実施内容実施手法 H30決算 R1決算
所
属 事務事業名

■ ■

□ □

■

□

□

改善する余地がある

改善する余地がない

理
由
・
説
明

受注者との打合せ協議において、
対面協議を避ける観点から、WEB
会議システムなどのICT技術を用
いた協議を検討する。

事
業
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
担
当

水道施設のアセットマ
ネジメント

G
 

企
画
・
計
画
策
定
・
調

査
研
究
事
業

直接実施
・超長期の水道施設アセットマネジメント計画の
策定。
・現在の水道施設における資産の整理。
・維持管理計画の策定。
・水需要予測に基づいたダウンサイジング計画
の策定。
・広域化を反映した更新計画の策定。
・財政収支計画の策定。

事業費(a) － 0

8,200

総コスト(a)+(b) － 8,100 48,200

負担金 人件費(b) － 8,100

40,000

指定管理
主
な
内
訳

業務委託費 0 40,000

委託

補助金
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